
 

三菱食品 

2017年 4月 1日 

１． 組織改編の狙い 

『経営方針 2020』で目指す姿を実現するためのアプローチとして掲げた「総合食品商社」として、基盤であ

る既存の卸事業の深化・物流事業の拡大に加え、新たな事業領域へ踏み出し、最適な事業ポートフォリオ

を形成していくための組織改編を実行する。 

 

２． 組織改編の概要 

（1）商品開発本部の改編 

新たな事業領域へのチャレンジを牽引する組織として、商品開発本部の体制を再編する。 

「商品企画グループ」「ディストリビューター事業グループ」「特販グループ」の 3 グループ体制とし、従来の

商品開発・発掘機能に留まらず、ディストリビューター機能及び外販機能の強化を進める。 

 

（2）ロジスティクス本部の改編 

物流と情報が一体となったソリューションの提供を実現するために、一括物流センター構築サポート機能

の強化を目的とした「開発グループ」の設置、低温帯における全社物流ネットワークの最大活用を推進す

る「低温事業推進グループ」を設置する。 

また、東名阪エリアにおいて「発注管理グループ」を設置し、サプライチェーン全体における情報の清流

化・流通在庫の最適化を進める。 

 

（3）低温事業本部の改編 

低温事業本部配下の「生鮮・業務用食材本部」を改編し、本社直轄の営業部門として「デリカ本部」と「フー

ドサービス本部」を新設する。 

「デリカ本部」は、成長が期待されるデリカ市場において、各営業本部・支社の提案型営業を強化すべく、

デリカ事業の総がかり体制を統率する役割を担い、「フードサービス本部」は、外食市場での新たな価値提

供を目指し、フルカテゴリーでの事業展開を推進する。 

「市販用低温食品本部」は「商品オフィス」へと改称し、現行のメーカーサポート機能の先鋭化を図り、メー

カー様との取組みのより一層の深化を図る。 

 

（4）ライフネット本部の新設 

今後更なる需要の増加が見込まれる宅配事業を中心とした生協事業への対応を強化するために、「ライフ

ネット本部」を新設し、カテゴリー・エリアの枠を超えた機能発揮を推進する。 

 

 



 

役員人事 

1． 取締役・監査役 

(1) 新任（2017年6月26日付就任予定） 

 
 

 (2) 退任 

①2017年 3月 31日付 

 

   ②2017年 6月 26日付 

 

 

 (3) 再任（2017年6月26日付再任予定） 

 

 ※柿﨑環氏、手嶋宣之氏、神垣清水氏は、東京証券取引所の定める独立役員の要件を満たしている。 

 

2． 執行役員 

(1) 新任執行役員（2017年 4月 1日付） 

 

 

 

 

 

 



 

(2) 昇役執行役員（2017年 4月 1日付） 

 

(3) 退任執行役員（2017年 3月 31日付） 

 
(4) 再任執行役員（2017年 4月 1日付） 

 

 

3． 関連人事（2017年4月1日付） 

 



 

〔参考〕 

1． 役員体制（2017年6月26日付予定） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

2． 執行役員体制（2017年4月１日付） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


